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第 23回（令和 7年度第 1回）北海道創生協議会 議事録 

 

日時：令和 7年（2025 年）6月 2日（月）14:00～15:35  

             場所：ホテルモントレエーデルホフ札幌 13 階「ベルヴェデーレ」  

 

 

【中村総合政策部長兼地域振興監】 

皆様、本日はお忙しい中お集まりいただきまして、ありがとうございます。ただいまから第 23

回北海道創生協議会を開会いたします。本日司会を務めます、北海道総合政策部長兼地域振興監

の中村です。どうぞよろしくお願いいたします。 

開会にあたりまして、協議会座長の鈴木知事からご挨拶申し上げます。 

 

【鈴木知事】 

北海道知事の鈴木でございます。本日は大変お忙しい中、皆様、貴重なお時間をいただき、ご

出席をいただいたことに心から感謝申し上げます。 

皆様には日頃からそれぞれの立場で道政の推進、そして北海道の創生にお力添えをいただいて

おりますことにも、この場をお借りして心から感謝を申し上げます。ありがとうございます。 

昨年度は、書面開催も含めまして3回にわたる本協議会の議論、これを通じまして、第3期北海

道創生総合戦略の策定に、皆様にご協力をいただきました。ありがとうございます。 

今、デジタル化や脱炭素化といった世界的な潮流の中で、本道においては、次世代半導体、パ

イロットラインの稼働、そして再生可能エネルギーで運用するアジア最大級のＡＩデータセンタ

ーの着工、こういったものなど、具体的な動きが進んでいるところでございます。北海道には大

きな役割が期待をされているという状況であります。 

その一方で、4 月に国が公表した人口推計におきましては、本道の人口は、外国人の増加により

まして、3 年連続で社会増という状況になったものの、日本人の人口では 67 年ぶりになる 500 万

人を下回るという、依然として厳しい状況にございます。 

こうした中で、北海道創生総合戦略におきましては、人口減少の「緩和」と、人口減少社会へ

の「適応」の 2 つの観点を踏まえながら、再生可能エネルギー、食、観光、本道が有する多様な

ポテンシャルを最大限活かして、この北海道の創生に取り組んでいくこととしているところでご

ざいます。 

そして、国においては地方創生 2.0 ということで、令和の日本列島改造ということで、石破政

権における最重要政策ということで位置付けております。今月中にはですね、今後 10 年間の地方

創生の方向性を示す基本構想、この策定が予定をされているという状況でございます。施策の具

体的、具体化に向けた検討が今、進められているというふうにお聞きをしているところです。 

本日、ちょうど報道もありましたけども、日本の基本構想では関係人口の創出拡大に向けまし

て、ふるさと住民登録制度、これを創設をするんだと、関係人口の目標値、これを設定する方向

ということで、報道がございました。 

先週、伊東担当大臣に要請を行った際にも、国においてですね、地域活性化に資する方策とし

て、具体化に向け検討を進めているんだということで、ふるさと住民登録制度というものを、進

めていますよというお話がありました。 

道としても、こうした国の新たな施策検討の動き、こういうものも捉えて、積極的に取り組ん

でいく必要があるのではないかというふうに思っています。この点も皆さんからご意見いただけ

ればと思います。 

また先般、秋元札幌市長とともにですね、石破総理のところにお伺いしまして、北海道におけ

るＡＩを核とした地方創生モデルの提案ということで、石破総理に札幌市長と提案して参りまし

た。総理からはですね、北海道が良くならなければ日本はよくならないということで、ご発言も

ありまして、本道の地方創生の取組を後押しするということで、力強いご発言もいただいたこと

でありますので、総理がここまで言っているわけですから、ぜひですね、国においては具体化し

ていただきたいというふうに強く思っているところでございますが、北海道はですね、人口減少
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と少子高齢化の進行によって、地域活力の低下、担い手不足など様々な課題を抱えているわけで

ありますけども、産官学金労言などからなる本協議会の皆様、そして国とも連携・協働し、北海

道の優位性、そして各地域の強みを遺憾なく発揮をして、オール北海道で、この本道の創生に向

けて取り組んでいきたいというふうに考えておりますので、皆様のご理解ご協力をよろしくお願

い申し上げます。 

本日は大変限られた時間ではございますけども、皆様からそれぞれのお立場から忌憚のないご

意見、ご提言をいただければということをお願い申し上げて、私からの冒頭のご挨拶に代えたい

と思います。本日はよろしくお願い申し上げます。 

 

【中村総合政策部長兼地域振興監】 

続きまして、共同座長でございます、北海道経済連合会 藤井会長からご挨拶をいただきます。

藤井会長、よろしくお願いいたします。 

 

【北海道経済連合会会長 藤井委員（共同座長）】 

共同座長を務めます、北海道経済連合会の藤井でございます。本日はどうぞよろしくお願いい

たします。 

ただいま、鈴木知事から縷々お話がございましたが、国から地方創生 2.0 の基本構想の骨子が

示されました。以前の 1.0 の反省点も踏まえまして、特に 10 年後に目指す姿として、若者や女性

にも選ばれる地方、地域資源を活用した自立的な地方経済を作る、地方と都市が交流し、人材を

大切にする社会をつくる、こういったことが示されました。 

北海道創生総合戦略におきましても、若者や女性をはじめとした多様な人材の活用、活躍を目

標の1つとして、地域の魅力を高め、地域への人の流れを作ることを基本戦略の1つとしているこ

とは、地方創生 2.0 の理念にも共通するところです。 

このように、国と北海道の課題や、視点は共通するものです。また、北海道創生における人口

減少の「緩和」と「適応」、国の地方イノベーション創生構想における地方のポテンシャルを生

かした、新結合は密接に関係しており、一体的に取り組むことが必要です。 

今回、国から、基本構想の骨子（案）が示され、地方創生 2.0 が本格稼動いたしますが、この

中で、これに合わせた国の総合戦略の改訂等も見込まれます。北海道創生総合戦略もこれに合わ

せ、見直しも含めて柔軟に対応することが必要と考えております。 

当会では、地方創生・地域課題解決地域ＤＸチーム準備会を開催し、自治体の職員の最近の人

手不足の観点からも、民間の知恵やサポートを活用しながら、地方移住、自治体間の広域的な連

携など、地域課題の解決に向けた課題を進めているところでもございます。また、北海道で取り

組んでいる豊富な再生可能エネルギーの開発や、それを基盤としたＧＸ、次世代半導体、宇宙な

ど、新たな産業の集積発展は、地方創生 2.0 が目指す、強く豊かで、楽しい日本の実現に大きく

貢献できるものと考えております。 

本日も皆様には、専門的な見地からの積極的なご発言をお願い申し上げます。 

簡単ではございますが、私からの挨拶といたします。本日はどうぞよろしくお願いいたします。 

 

【中村総合政策部長兼地域振興監】 

藤井会長ありがとうございました。 

本日の出席者につきましては、事前に配付しております名簿にて、ご紹介に代えさせていただ

きます。 

それでは、竹中町長もいらっしゃいましたので、これで皆さんお揃いということで議事に入ら

せていただきたいと思います。 

初めに、議事の（1）「地方創生 2.0 基本構想」骨子（案）について事務局から説明させていた

だきます。 

 

【馬場地域創生局長】 

事務局を仰せつかっております、北海道総合政策部地域創生局の馬場でございます。 

次第にお示ししております、議事の（1）及び（2）につきまして、資料に沿って説明をさせて
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いただきます。恐縮ですが、着座にてご説明をさせていただきます。 

まず、「地方創生2.0基本構想」についてでありますが、基本構想は、地方創生2.0の推進に当

たりまして、今後 10 年間集中的に取り組む方向性を示すものとして、国が今月中の策定に向け、

検討を行っているところでございます。 

今般、お手元の資料 1－1「地方創生 2.0 基本構想骨子（案）の概要」は、先月 22 日の国の有識

者会議において公表された骨子（案）をもとに、道におきましてその概要を整理したものでござ

います。 

なお、骨子（案）本体につきましては、資料 1－2 として添付をしておりますので、後程ご覧い

ただければと思います。 

まず、資料上段の「地方創生をめぐる現状認識」についてでありますが、これまでの 10 年の概

観として、人口、東京一極集中の状況や、地域経済の状況、地方創生をめぐる社会情勢上の変化

を整理しております。また、これまでの地方創生 10 年の成果と反省では、これまでの成果として、

国を挙げた人口減少問題への対処の開始や、地方移住への関心の高まり、また、反省すべき点と

して、女性や若者が地域から流出する要因へのリーチの不足や、人口減少を受けとめた上での対

応の不足などを挙げております。 

次に、下段の「地方創生 2.0 の発進と展開」についてでありますが、「1 目指す姿」として、

国の基盤である「強い」経済と「豊かな」生活環境をさらに発展させ、それらの基盤に支えられ

る地域や人々の多様性が、国民の多様な幸せ、「新しい日本・楽しい日本」を創り出すとしてお

ります。また、これらの実現に向けて、10 年後に目指す姿、社会像として、定量的なものを示す

こととしております。 

次に、「2 基本姿勢、視点」では、地方創生 2.0 を総合的に推進していく新たな考え方として、

若者や女性にも選ばれる地域づくり、異なる分野や領域に属する要素同士を従来にはなかった形

で組み合わせる「新結合」などの 6つに整理をしております。 

次に、「3 政策の 5 本柱」では、政策の柱立てとして、安心して働き、暮らせる地方の生活環

境の創生、付加価値創出型の新しい地方経済の創生などの 5つに整理をしております。 

次に、「4 各主体が果たす役割」では、国と地方公共団体の他、地域のステークホルダーの役

割について整理をしており、地方公共団体の役割として、市町村は、地方創生 2.0 を現場で中心

的に担う主体として、他地域の好事例を学び、地域の事情に応じ、再構築した上で活用すること、

都道府県は、広域自治体として、複数の市町村が共通で抱えている課題について解決策を提示す

ることや、市町村の補完体制の構築、市町村間の連携枠組みを提示すること、また、ステークホ

ルダーの役割としては、地域社会を担う主体の 1 つとして、それぞれの人材、資金、ノウハウ等

を活かして、各地域の地方創生に貢献することなどが期待されるとしております。 

次に、「5 今後の進め方」についてでありますが、国は令和 7 年中に、この基本構想を実施段

階に進めるための総合戦略を策定するとしております。また、地方はこの基本構想を踏まえ、地

方創生 2.0 に資する取組に早期に着手するとともに、地域の多様なステークホルダーや、若者・

女性を巻き込んで、地方版総合戦略の主体的な検証見直しを行うこととしております。 

なお、この基本構想は、令和16年度末までの10年間を対象として策定をし、中間年度である令

和 11 年度に必要な見直しを行うこととしております。 

最後に「6 政策パッケージ」におきましては、政策の柱ごとに主な政策を提示しており、2 ペ

ージ目に、骨子（案）において提示された主な政策と、その政策例を記載しておりますので、後

ほどご覧いただければと思います。 

議事（1）、基本構想の骨子についてのご説明は以上でございます。 

 

【中村総合政策部長兼地域振興監】 

ただいま、先般示されました、国の基本構想骨子（案）についてご説明をさせていただきまし

た。 

続きまして、後ろの方に参考資料としてつけている参考資料 1 をご覧ください。北海道におけ

る地方創生 2.0 の推進と書かれました 1枚紙でございます。 

今、ご説明いたしました国の動きも踏まえながら、地方創生2.0の実現に向けた先導的な取組、

それから推進体制の強化につきまして、これまで、この会議の中でも議論させていただいてきた
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ところでございますけれども、この資料のとおり、道から国に対してもこれまで要望をさせてい

ただいてきております。 

この趣旨につきまして、改めて道としての考え方を知事から説明をさせていただきたいと思い

ます。 

 

【鈴木知事】 

 それでは、私から説明させていただきます。こちらの資料をご覧いただければと思います。 

これ地方創生担当大臣である伊東大臣にも、要望を提案させていただいている中身です。 

地方創生 2.0 については今お話があったとおりなんですけども、本道の優位性を生かして今様々

な国家プロジェクトが進んでいます。ラピダスのプロジェクトもそうですし、ＧＸ関係も様々動

きがあります。 

そういった国家プロジェクトと、地域が主体的に創意工夫によって取り組む、この 2層構造の

取組を一体的に進めることが重要であるという課題認識を持っています。 

国の方の骨子も出てきたんですけども、市町村、都道府県、地方創生はこれまでもやってきま

した。ただ、なかなかその 1つの村とか、1つの町で、例えば一極集中の是正ができますかってい

うと、これなかなか難しいと思うんですね。要は、国の主体的な、そういった取組の不足ってい

うのが私はあったんじゃないかなと思います。都道府県とか市町村が頑張っても、なかなか日本

列島改造できませんよと、いうことなんだと思うんですよね。そういう状況の中で今、この令和

の列島改造ということで、国家プロジェクトがいろいろ動いています。 

それだけでいいのかって言ったらそうではなくて、市町村や都道府県も取組をしっかり主体的

にやらなきゃいけないので、この 2つの構造を一体的に進めることが重要であるということで

す。どちらかというと、そういった国全体で国家をどうあるべきかっていうことが、なかなか地

方創生の観点で不足したんじゃないかという問題認識から、言っています。 

そのため、関係する東京にある本省の各省や、地方の支分部局、こういうものを連携した上で

その 2層構造を一体的に進めていくための、推進体制を構築すべきであるということで、提案し

てきました。これは、例えば、北海道の場合は、北海道開発法という法律がありまして、それに

基づいて、法の根拠に基づいて取組を進めていますし、また地方の出先についても、他の県だと

複数県を跨る形でありますけども北海道の場合は完結していると。こういう状況もあるので、北

海道というのはモデル的に進める、そういった背景があるんじゃないかというふうに思っていま

す。 

このことによって、この国家プロジェクト的なそういった施策、地方創生の観点で見える化を

する。国と地域の取組を連携して、事業効果を最大化していく。こういったことが体制を構築す

ることによって、より可能になるのではないかと思っています。 

今、北海道の国の地方の職員の方々は、地域で暮らして働いて、またそれぞれの市町村の取組

だとかいろんな形で、協力いただいています。例えば、地域のイベントがあるよとかですね、い

ろんなときに、国のそれぞれの方々が協力してくれたりだとか、いろんな形ですでに関わってい

ただいているんですよね。ですから、そういった地域活性化の担い手であり、また地方創生も、

国全体で、政権の柱として進めようとしているときに、今、本省の方から、2週間程度、数人の方

が、地方に来てくれるということで、これも大変ありがたいんですけど、そもそも、国家公務員

は、北海道に住んで暮らして働いて、地域にも貢献いただいている。そういう地方の、国の出先

の皆さんがいらっしゃる。本庁から 1週間とか 2週間来て、それぞれの村とか町の問題が 1～2週

間で解決したとしたら、それを町長だって、村長だってですね、職員だってそこで住んで暮らし

働いて一生懸命頑張っている中で、そうあったら嬉しいんですけど、１～2週間来て解決したそれ

はハッピーなんですが、なかなかそういう状況じゃないと。 

そう考えたらやっぱり国のそういった出先機関の皆さんと一緒になってですね、まさにこの地
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方創生 2.0 っていうのを一体的に進めるべきだというのが私の提案であり、発想です。それは伊

東大臣にも提案して、それはだめですよとかそういう話じゃなくて、ぜひこれは北海道に必然性

があるってことで、連携して検討していこうということで言ってくれています。 

ぜひ、そういった観点から今日それぞれの局長の皆さんも来ていただいているんで多分思うと

ころがいっぱいあると思うんで、この後いろいろご発言いただけるというふうに聞いていますの

で、ぜひ皆さんからも前向きなご意見をいただけたら大変ありがたいなというふうに思っていま

す。私からは以上です。 

 

【中村総合政策部長兼地域振興監】 

国の地方創生 2.0 基本構想と、それから北海道における推進体制について、ご説明させていた

だきました。知事からもありました、今日国の支分部局の局長さん方にもお越しいただいており

ますので、今のお話を受けまして、ご発言があればぜひお願いしたいと思います。いかがでしょ

うか。 

 

【国土交通省北海道開発局 坂場局長】 

北海道開発局の坂場でございます。日頃より、皆様方には開発行政につきまして多大なるご指

導をいただきまして心より感謝申し上げます。 

今の知事の発言を受けまして、私自身が普段考えていることをお話しさせていただきます。今

回、地方創生が政権の看板政策として進められている中で、地方伴走制度が新たに創設されまし

た。本省において、地域に関心を持つ若手職員を中心に自治体とのマッチングが進められ、道内

では 6つの自治体が選定されております。 

私どもといたしましては、若い世代、若い専門知識を持った方の能力も活かしつつ、先ほど知

事からもお話がありましたように、我々も 365 日、日々生活を共にする人間として、お互いの良

いところを引き出し合いながら地方創生に取り組んでいくことが、基本的な考え方でございま

す。 

そして、先般、総理から、「北海道が良くならなければ日本はよくならない」とのお言葉をい

ただき、非常にありがたい言葉だと受け止めております。北海道の強みというのは、食料やエネ

ルギーといった分野であり、例えば、ラピダスのような都市部もありますが、実際は、都市部以

外にこういったポテンシャルを持っている地域が多く存在します。こうした地域では、各自治体

だけではなく、周辺自治体と様々な機能を役割分担しながら成り立っているというのが現実であ

ります。全国の中で最も条件が悪い北海道で地方創生の形を実現できれば、それは日本にとって

も非常に明るい処方箋になるのではないかという思いで、我々が今、「第 9期北海道総合開発計

画」を進めるに当たりましては、共創ということで、あらゆる関係者と連携しながら、目的達成

を目指して取り組んでおります。しっかりと地に足をつけて頑張っていきたいと思っております

ので、今後とも関係機関の皆様のご理解とご協力をどうぞよろしくお願いいたします。 

 

【中村総合政策部長兼地域振興監】 

ありがとうございました。 

それでは、続きまして鈴木局長、よろしくお願いします。 

 

【経済産業省北海道経済産業局 鈴木局長】 

経産局の鈴木でございます。いつもお世話になっております。 

冒頭ご紹介ありますように北海道では、全国よりも早く人口減少が進んでいます。生産年齢人

口も今後大きく減少する見通しということになっておりまして、これが北海道内津々浦々、各地

域の経済や暮らしに影響があるのではないかということを懸念しております。 
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北海道が持続可能な形で発展していくために、地方創生の考え方は極めて重要であると考えて

おります。道内では、ご案内のとおり、次世代半導体工場やデータセンターの建設、洋上風力な

どの再生可能エネルギーを活用した大型投資の動きが加速化しております。地方創生 2.0 が掲げ

るＧＸ・ＤＸ産業のフロントランナーになるポテンシャルを秘めているという段階から、実現の

段階に動いていると認識しています。 

経済産業省では、こうした動きを確かにしていきたいということで、半導体やＡＩ分野に対し

ては、中長期的な投資を促すため、2030 年度までに 10 兆円以上の公的支援を行う仕組みを策定い

たしました。またＧＸの分野では、今年 2月に閣議決定をいたしましたＧＸ2040 ビジョンにおい

て、脱炭素電源が豊富な地域に企業の投資を呼び込み、地方創生と経済成長につなげていく、い

わゆるＧＸ産業立地の方針を打ち出したところであります。あわせて電力と通信の効果的な連

携、いわゆるワットビット連携の議論も進めているところでございます。 

地方創生 2.0 を実効性あるものにするためには、このようなＧＸ・ＤＸインフラを、新たな産

業集積やデジタル技術などに活用して、北海道の強い経済をつくり出していきたいと考えており

ます。 

ご紹介ありました 2層構造は、極めて重要だと思っておりまして、これを展開するような組織

体制ができますれば、私ども北海道経済産業局も、道庁様、あるいは今日お集まりの委員の皆様

とも連携しながら、ぜひ、全国のモデルとなるような取組を進めていきたいと考えております。

以上です。 

 

【中村総合政策部長兼地域振興監】 

鈴木局長ありがとうございました。 

他に何かご意見はございますでしょうか。ただいまのご説明全般に関して何かあれば、お伺い

いたします。よろしいでしょうか。 

ありがとうございます。それでは今いただきましたご意見も踏まえながら、道内での地方創生

の効果的な推進体制に向けて、引き続き、国に対しても提案していきますし、私どもとしても北

海道としてできることは、今日お集まりの皆様と一緒にですね、形作っていくようにして参りた

いと思います。 

議事の(1)「地方創生 2.0 基本構想」骨子（案）につきましては、ここまでとさせていただきま

す。 

坂場開発局長、鈴木経産局長、髙田総合通信局長、井上運輸局長におかれましては、業務のご

都合によりここでご退席となります。どうもお忙しい中ありがとうございました。 

それでは続きまして、議事の(2)「北海道創生総合戦略の今年度の推進方向等」につきまして、

事務局から報告させていただきます。 

 

【馬場地域創生局長】 

事務局でございます。引き続きまして、お手元の資料 2－1「北海道創生総合戦略に基づくこれ

までの主な取組と令和 7年度の推進方向」につきまして、説明をさせていただきます。 

資料の表紙をおめくりいただきまして、1ページ目をご覧ください。 

今年度の推進方向の基本的な考え方についてでありますが、人口減少対策の着実な推進を図る

ため、人口減少のスピードの「緩和」と、人口減少社会への「適応」の両面から、取組を重点的

に推進していく必要があると考えておりまして、令和 7年度の道の重点政策の基本的な視点であ

る「地域の発展と安全な暮らしの確保」、「産業の活性化に向けたポテンシャルの発揮」、「北

海道の未来を拓く人づくり」の 3つの視点を踏まえ、下段の重点戦略プロジェクトを推進するこ

ととしております。 

次に 2ページ目をご覧ください。2ページ以降は、重点プロジェクトごとに、これまでの主な取
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組を上段に、今年度の推進方向に係る取組の主なものを下段に整理をしておりますが、時間の都

合上、下段の推進方向の中から、抜粋をして説明をさせていただきます。 

まず、誰もが安心して暮らせるまちづくりプロジェクトでは、「若者や女性をはじめ、誰もが

働きやすく、活躍できる環境づくり」として、「結婚を希望する方や結婚に伴う新生活への支

援」や、「子供の安全・安心の確保と子育てなどを地域で支え合う仕組みづくり」、「働き手の

状況に応じた就業支援や職場環境の整備」のための取組を、また、右側の「地域の暮らしを支え

る日常生活機能の維持・確保」として、「防災体制の構築と防災教育の推進」や、「人口動態を

踏まえた医療提供体制の整備」、「地域の実情に応じた交通ネットワークの維持・確保」に取り

組むこととしております。 

続きまして、3ページをご覧ください。ひとを育み、受け入れ、未来につなぐひとづくりプロジ

ェクトでは、「ニーズに応じた産業人材の育成、将来の北海道づくりを担う若い世代等の育成」

といたしまして、「農林水産業や建設産業、ものづくり産業等における人材の育成・確保」や、

「若者の海外留学への支援及び安定的な支援体制の構築」、「スポーツを通じた健康で豊かな生

活の形成と、魅力ある人づくり・地域づくり」に取り組むこととしております。 

また、右側の「誰もが安心して働ける環境づくり、移住・定住の促進・外国人材の受け入れ拡

大と共生等」として、冬季における移住体験の動画作成や、北海道への移住を促進するプロモー

ションなどの「官民連携による移住定住の取組推進」や、「都市と農村の交流の促進」、イン

ド・ベトナムでの合同就職説明会や留学生と企業とのマッチングなどの「外国人材の受け入れ」

に取り組むこととしております。 

続きまして、4ページをご覧ください。可能性を高め、成長するしごとづくりプロジェクトで

は、「国際情勢にも対応した潜在力を活かした産業振興」といたしまして、インバウンドを対象

とした道内各種の食と観光の魅力発信や、先週末から旭川市で開催されております、「全国菓子

大博覧会」での魅力発信の取組支援などの、「道産食品の国内外への販路拡大」や、「北海道の

魅力や強みを活かした海外展開」、道内観光の「量×質の追求」に取り組むこととしておりま

す。 

また、右側の「生産性の向上など、足腰の強い地域経済の構築」として、輸入依存度の高い

麦、大豆の生産性向上について支援をする「需要に応じた安全・安心な食料の安定供給と、これ

を支える持続可能な農業の推進」や、「安定的な水産業経営の育成」、「森林資源の循環利用の

推進」、「エネルギーの効率的な活用とＧＸ産業の創造」に取り組むこととしております。 

その他、時間の都合上、具体の説明は省略をさせていただきますが、未来技術を育て、活か

し、広めるデジタル化推進プロジェクトでは、「デジタルの好循環」によりくらし・経済が発展

する北海道の実現に向けて、「デジタル関連産業の一大拠点の形成・産業やくらしにおけるデジ

タルの実装化」に引き続き取り組むこととしております。 

この他、資料 2－2として、ただいまご説明をした総合戦略の「地域戦略」に位置付けている

「連携地域別政策展開方針」の今年度の推進方向として、振興局が中心となって進める施策や振

興局の区域を越えた広域連携による施策をまとめた資料を、資料 2－3として、新しい地方経済・

生活環境創生交付金を活用した今年度の事業概要を添付しておりますので、後ほどご覧いただけ

ればと思います｡ 

なお、参考資料 2及び参考資料 3として、昨年度、皆様にご議論をいただき策定をいたしまし

た「北海道人口ビジョンの（2024 年度改訂版）」、「第 3期北海道創生総合戦略」の概要版を併

せて添付しておりますのでご紹介させていただきます。 

議事（2）に関する説明は以上でございます。 

 

【中村総合政策部長兼地域振興監】 

道の総合戦略の今年度の推進方向等について、ご説明をさせていただきました。 
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それでは、これより意見交換に入らせていただきたいと思います。まず、座席順に構成員の皆

様から、本日の説明内容のご意見はもとより、本道の地方創生に関して、それぞれのお立場から

の取組やご意見などございましたら伺いたいと思います。 

それでははじめに、北海道商工会議所連合会 新井田様、お願いいたします。 

 

【北海道商工会議所連合会 新井田代理】 

北海道商工会議所連合会の新井田でございます。本日は地方創生 2.0 の基本構想、それから北

海道創生総合戦略の説明、ありがとうございました。 

道商連では、日本商工会議所と連携をしながらいろいろと進めているところでありますけれど

も、まずは、5月 16 日に、地方創生 2.0 に関する石破総理と経済団体との意見交換が開催をされ

ており、日本商工会議所の小林会頭が出席をいたしました。 

その際、地方創生に関しては、商工会議所にとっても重要なミッションの 1つであり、民意を

反映したボトムアップ型のアプローチ、これは商工会議所の理念とも軌を一にするものと発言が

ありました。 

これまでの地方創生 1.0 については、各商工会議所の約７割にあたるところが、一定の評価を

しておりますが、やはり若者、それから女性に関しては、流出、緩和には繋がらなかったなと評

価をしております。 

地方創生 2.0 では付加価値の高い仕事の創出が期待をされているところであります。人口減少

に伴う経済規模の縮小は避けられないが、資本の蓄積、生産性向上によって持続的な経済成長は

可能であり、所得・分配、そして消費・支出へと資金を循環させるには、価格転嫁を含めた取引

の適正化など、健全な市場環境の整備が不可欠であるという認識を示しております。 

地域人材の確保については、関係交流人口の拡大が必要であり、観光や農業など、地域資源を

活用した魅力ある就業機会の創出、そして、都市部の専門人材の地方への受け入れ促進、副業・

兼業などの推進など、多様な手法による人材の循環というのが必要であり、若者や女性が地域に

根差して働き続けられるようにするには、中小企業の稼ぐ力というのが、非常に重要との認識し

ております。 

今回の総合戦略の重点戦略プロジェクトの目指す姿の中に、一人一人が豊かで安心して住み続

けられる地域を創ると示されておりますが、達成するには、各地の中小企業の稼ぐ力を高めるこ

とが必要であり、そのためには若者、それから女性が地域に根差して、働き続けられる環境をづ

くり、各地の労働人口を増やしていく取組が、非常に重要であります。 

道商連として若者の地元定着が重要な課題の一つであると認識をしており、独自の取組とし

て、2023 年に北海道教育庁と意見交換をさせていただいた経緯がございます。その際に出されま

したいろいろな意見を元に、各地の高校、会議所、企業が連携をして、地元企業への就職促進に

向けた取組について、現在検討を進めているところであります。 

また、昨年度は、函館市の若者を対象に、定住意識の調査を実施いたしました。この結果を各

会議所と共有し、地元定着に向けた効果的な取組について検討を進めているというところで、道

商連として、これらの取組を進めることで、北海道創生総合戦略に寄与できるものと考えており

ますので、いろいろ連携をしながら取り組んで参りたいと考えております。以上でございます。 

 

【中村総合政策部長兼地域振興監】 

ありがとうございました。持続可能な経済、人材育成、中小の稼ぐ力などについてご意見いた

だきました。 

続きまして、北海道森林組合連合会代表理事会長 有末様、よろしくお願いいたします。 

 

【北海道森林組合連合会 有末代表理事会長】 
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皆さん、どうもご苦労さまです。今紹介いただきました北海道森林組合連合会の有末でござい

ます。ご存じのように森林組合連合会ですので、森林、林業について、ちょっとここの人材確保

といいますか、その点、今どういうふうになっているか、ちょっとお話をさせていただきたいと

思います。 

本当に人口減少が進む中、どの業界もですね、やはり人材の確保というのは、特に若い人、そ

の確保が大きな問題になっているというふうに思っています。林業においても、就業人数、今

4,200 人前後なんですね。これ過去 10 年間大体同じ人口ですね、就業人数。その中でも平均年齢

を見ますと 50.5 歳と。そういうのも横ばいでずっときているんですけども、あと 60 歳以上の方

というのは大体 30.5％、依然としてやはり 60歳以上の方が多く、高くなっている現状でございま

す。そういう中で令和 4年度からですね、北の森づくり専門学校ってあるんですけれども、令和 2

年に開校しまして、卒業生がちょうど 100 名ほど卒業してですね、林業の現場に入っておりま

す。本当に学校で学んだことを即戦力として、私たちも業界としては大変大きな期待を持ってい

るところでございます。 

そういう中でありますけども、やはり日本の生活の中で不可欠な食べること、このことに直結

するのは、やはり農業だとか水産業であり、私達の林業というのは、なかなかこう見たり触れた

りっていう体験することによって理解深まるのかなと思ったんですけども、なかなかそのイメー

ジが一般の方っていうのは、何か林業については、何て言うんですかね、想像つかないといいま

すか、そんな現状かなと思っています。 

そういう中で、最近の林業への就業の動機を学生に聞いたんですけども、やはり小さい頃から

山が好きというか、子どもの頃から山で遊んだり、山の自然に関する仕事、興味があったと。ま

た、林業に携わっている方の身近な話を直接聞いて興味を持ったという、そういうようなことか

ら、林業というか学校に入ってみようという、そういうことも考えたそうです。そういうことを

考えますと、私たちは小さい頃からですね、森林や自然、それから木に触れて、林業を身近なも

のであるという、そんな感覚的に知ってもらうこと。特に若い人にですね、林業の現場はどんな

仕事をしているのかなとか、そこで働いている方の生活の様式とか、これについてもですね、な

かなか理解が得られないので、それに向けてやはり理解してもらうことが非常に重要だと考えて

おります。 

そのために、聞いたことはあるかと思いますけども、木育、その活動をですね、しっかりと行

っていこうという形で、林業や山の現場で働く人に情報をですね、もっと積極的にかつ分かりや

すく発信していかなければならないかなということは私たちの反省としております。 

さらにですね、先ほど若い方々、林業に興味のある仕事というふうに言いましたけれども、や

はり就業環境というんですかね、林業の場合、なかなか正直言って給与だとか、それから休暇、

なかなかですね、他の大きな企業とは違ってですね、なかなか自由に取れないのが現状です。そ

ういう部分では就業関係の整備はですね、必要なものかなと思っております。 

先ほど資料の 2－1で説明ありましたように、人口減少に対して道が唱えている人口減少の「緩

和」、そして人口減少社会への「適応」、これに向けてですね、こういう取組を重ねていけば、

人材の確保、さらに、また山村地域の振興にも繋がるのかなと、そういうふうに説明を聞いてい

て思ったわけです。 

これからも私たちも林業ということを皆さんに広く伝えていく努力をいたします。そういう形

で、この人口減少についてですね、やはり日々取り組んでいかなきゃならないかなと改めて実感

をしたわけです。ちょっと雑駁なお話で申し訳ありません。以上でございます。 

 

【中村総合政策部長兼地域振興監】 

ありがとうございました。林業人材の人材確保についてご意見をいただきました。 

続きまして、北海道木材産業協同組合連合会 中野様、お願いいたします。 
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【北海道木材産業協同組合連合会 中野代理】 

北海道木材産業協同組合連合会の中野でございます。私ども、通称、道木連と申しております

けども、活動としては、北海道内の木材産業の振興ですとか、北海道産木材の普及宣伝を行って

いるところでございます。 

人口減少下におきまして、力強くですね、経済成長を実現していくためには、皆さんご承知の

とおり北海道に豊富にある森林資源、これを着実に活用していくことが重要だというふうに考え

ております。しかしながら、現下の森林資源を取り巻く状況につきましては、道内の人口や世帯

数の減少、高齢化等を受けて、住宅着工戸数は低迷しているということで、建築用の資材として

の需要は低迷していると。また、中国をはじめとした世界的な経済動向の影響から、梱包材、パ

レットなど産業用の資材についても、受注残が減少するなど大変厳しい状況下にあります。 

一方で、日高門別にですね、現在建築中のサラブレッドの厩舎であるとか、昨年 12月にです

ね、札幌市の桑園地区で建設されたオープンイノベーション施設など、北海道産木材をですね、

大量に活用する物件が見られるということで、木造化、木質化の余地が大きい、非住宅建築物の

木造化が着実に進んできております。 

そのような中、非住宅の建築物の木造化に加えましてですね、地域の公共建築物の木造化が重

要というふうに考えておりまして、昨年度より道木連が中心となり、隣の有末会長の北海道森林

組合連合会とタイアップさせていただいて、北海道庁さん、北海道森林管理局さんの支援を得な

がら、道内市町村に働きかけを行うキャラバンを開始しておりまして、これまで 21市町村に直接

訴えて参りました。本取組によりまして、木造化について深いご理解を得たところでございまし

て、本年度もさらに継続して取組の強化を図って参りたいと思っております。 

また、今後は交番を中心に進められている北海道警察の庁舎の建て替えであるとか、札幌市の

中島公園に検討されております国際会議場など、ボリュームとインパクトのある建築物の木造化

について、道木連としても実現に向けてしっかりと要請をしていきたいと考えております。 

このように循環利用可能で豊富な森林資源を地域で活用するということは、北海道の経済の成

長に大きく寄与するものであり、引き続き働きかけに取り組んで参りたいと思っておりますの

で、よろしくお願いをいたします。私の方からは以上でございます。 

 

【中村総合政策部長兼地域振興監】 

ありがとうございました。森林資源の活用、建造物の木造化についてご意見をいただきまし

た。 

続きまして上士幌町長 竹中様、お願いいたします。 

 

【北海道町村会 竹中副会長（上士幌町長）】 

遅れて参りまして大変失礼しました。そして、また、こんなラフな格好で参加させていただき

ます。恐縮でございます。 

実は、今万博開かれておりますけれども、その中で内閣府が主催していますＳＤＧｓのです

ね、全国のモデル展示、その中にですね、上士幌町が単独で出展させていただいております。50

近くの県、或いは市、或いは合同でということでありますけども、単独の町として参加している

のは、全国で上士幌町だけでありました。そこでの展示物というのは、バイオマスプラントから

ですね、得たガスをもって電気を発電して、さらに液肥は肥料として還元をすると、100％リサイ

クルということであります。それがまた地域の雇用にも繋がっているということで、これは今回

のこの地方創生の構想の中にもありますけれども、新結合という言葉が出てきております。北海

道の力や強い経済はもう 1つ大きな柱になっていますけど、これは非常に厳しいところだろう

と、現実問題としては。農林業についてもですね、一次素材としての提供型の経済だと。これを
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いかに付加価値を高めるかというのは、大変至難なことでありますけども、これをしっかりやっ

ていかないとですね、人の移動も或いは移住定住も雇用もなかなか難しくなるということであり

ます。 

そういった意味で、今お話しさせていただいたのは、環境と経済と社会の問題、さらにはドロ

ーンだとか、そういう物流も含めて、国交省、環境省、経産省、こういった組み合わせで新たな

イノベーションがそこに起きているということが、今回の省庁の方のモデル事業として紹介され

ておりました。そういった意味で、その辺のことについては、これすごく大事なことだなと、そ

んなふうに思っていますし、もう 1つ、昨日しまなみ海道のところで、あそこもナショナルサイ

クルロードに認定されていると、非常にこれまた経済に繋がっているということで、少しの間で

すけどもそこを走ってきました。外国人が相当来ています。インバウンドの商品としても非常に

価値がある、そういった取組もありますけれども、十勝のことを考えますと、そういった今全国

に 6つありますけど、その 1つになっています。しかし、基盤だとか受け入れるサービスだと

か、こういったことが非常にまだまだ遅れているということであります。 

今回もＤＭＯの推進だとか、それによって観光についてもっともっと深めていこうということ

でありますが、今段階では非常に偏りがあるということであります。北海道全体に極めて魅力的

なところがありますから、そういったこともですね、ぜひやっていかなければならないし、北海

道そもそも今進めています、ＧＸそしてまたＤＸ、これらについてやっぱり全国でもモデルにな

ってるんだということでありますが、これが経済に結びつく、或いは人々の暮らしに繋がってい

くという可能性を極めて大きいものがあると。先ほど北海道がこのことに成功してこそ、地方創

生が成功するんだってお話がありました。1回目の地方創生のあとの 10年で、様々なご批判をい

ただきましたけども、そういった過去の経験があるから、新しい 10 年先が開かれてくると、そん

なふうに思っておりますし、この 2.0 にも非常に期待するところが多いというふうに考えており

ますから、これをぜひですね、各 179 の市町村の中で、積極的に取り組んでいくと、こういう体

制のリーダーシップをぜひ北海道にとっていただきたいなと、こう思いますし、今、市町村の役

割としても、総合戦略を作っていかなきゃいけないと、こういうことも言われております。それ

を作るにあたっても、国の方針なりあるいは北海道の総合戦略、こういったところが非常にモデ

ルになると、そんなふうに思っておりますので、各市町村が必要とされるような、そういったで

すね、しっかりした総合戦略を作っていただいて、各市町村としては、そのことに向かってい

く、10 年先は非常に楽しいなと、わくわくするようなですね、この 10年間に 2.0 で実現させてい

ただければなと思います。 

今回の石破さんのいわゆる地方創生、まち・ひと・しごとの第 1回目の大臣で、多分やり切れ

ていなかったということがたくさんあるだろうと思います。産官学金労言、こういった地域にあ

るステークホルダー皆が一堂に会して、この 2.0 に向き合っていくという、この方針について

は、ぜひ継続してしっかりとやっていただきたいと思いますし、私も北海道の方にもそのリーダ

ーシップをとっていただきたいと、こういう期待を持っております。どうぞよろしくお願いした

いなと、そんなふうに思います。 

 

【中村総合政策部長兼地域振興監】 

ありがとうございました。ＳＤＧｓ、新結合、観光、それから今後の戦略推進に係る道の役割

などについてご意見をいただきました。 

続きまして、北洋銀行 権平様、お願いいたします。 

 

【株式会社北洋銀行 権平代理】 

北洋銀行の権平です。当行ではですね、今、道内の自治体様との対話を増やしておりまして、

その中で地域の抱える課題を共有して、産学官金が連携して、課題解決を目指す取組を行ってお



12 

 

ります。いくつかちょっと事例をお話しさせていただきます。 

1 つ目が地域を活性化するプロジェクトへの企業版ふるさと納税マッチングサービスです。こち

らですね、北洋銀行が自治体様と契約して、その契約自治体に対して、実際に寄付企業を紹介す

るという取組でございまして、こちら実際にですね、札幌市さんはじめ、実際の寄付企業の紹介

も徐々に増加しているところでございます。 

次がですね、カーボンニュートラルの取組ですね。こちらは、各地域で脱炭素を推進していく

ことの連携協定であったり、先ほどお話のありました森林のＪ－クレジットの創出の支援なども

含めて、今、各自治体さんといろいろと進めているところでございます。こちらもですね、いく

つかの自治体様と実績が出てきましたので、今後も積極的に取り組んでいく方針にございます。 

 次が企業誘致です。こちらはラピダス進出に伴う半導体関連周辺企業の誘致はもちろんですけ

れども、ホテルであったり、あと各自治体様と連携した工業団地等のですね、斡旋等も行ってい

るところでございます。実際に個人向けにもですね、道庁さんと連携して空き家相談会も開催し

ているところでございます。 

 次にスタートアップ支援について、お話しさせていただきます。北洋銀行では 2018 年からです

ね、手前ども自前のファンドで出資を中心にスタートアップ支援を継続して参りました。現在で

は 50 社程度のスタートアップに出資済みでして、今年 4月にはですね、新株予約権付融資です

ね、いわゆる世の中で言うところのベンチャーデットと言われているものなんですけど、こちら

の取り扱いも開始して、スタートアップ支援を継続しているというところでございます。 

最近のちょっと特徴なんですけど、道内スタートアップを支援してきて、これからもしていく

というのは変わらないんですけど、最近ではちょっと道外のスタートアップにも出資を増やして

おります。実際に北海道に関心があるという道外のスタートアップさん結構いらっしゃってです

ね、そういったところも道内の誘致というところを目的に、我々支援を今進めているところでご

ざいます。 

 次に観光の取組についてお話しさせていただきます。道内の基幹産業かつ成長産業と言われて

いる観光業なんですけれども、課題の 1つとして北海道においては道央圏への一極集中というの

があるかなというふうに思います。こちらを解決する 1つの取組として、地域の隠れた魅力を発

掘するという目的で、北洋銀行と積丹町が連携して、2日間のモニターツアーを企画しました。道

外から 30名程度集まっていただきまして開催したという形なんですけど、こちら官公庁の補助金

を活用したもので、北洋銀行が金融機関として、申請者として初めて採択されたという事例でも

ございます。また、観光で言いますと、昨今北海道にクルーズ船が結構寄港する回数が増えてお

りまして、そのクルーズ船の船内での道産品のＰＲであったり、実際に寄港する都市との連携と

いったところですね、何かできないかといったところを企画しているところでもございます。 

 これらの事例以外でも、我々としても地域貢献、地域活性化、地方創生に向けて様々な取組を

皆様と連携して進めていきたいと思っておりますので、引き続きよろしくお願いいたします。 

 

【中村総合政策部長兼地域振興監】 

ありがとうございました。自治体との協働の取組、スタートアップ支援、観光振興などについ

て、ご意見をいただきました。 

続きまして北海道銀行 山田様、お願いいたします。 

 

【株式会社北海道銀行 山田代理】 

本日は、「地方創生 2.0 基本構想」骨子（案）、あと北海道の総合戦略の今年度の推進方向に

ついてご説明ありがとうございました。 

人口減少スピードの「緩和」と人口減少社会への「適応」の両面から取り組んで、一人一人が

豊かで安心して住み続けられる地域をつくるという基本的方向性は、弊行も全く異論なく、これ
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からも道と共通の社会的使命として、一緒に取り組んでいきたいなと思っております。 

その中で道の重点戦略プロジェクトを拝見いたしました。かなり私どもが取り組む施策と親和

性がございまして、現在私どもが取り組んでいること、あと、また今後積極的に取り組むことを

少しお話できればと思っております。 

まずは、まちづくりプロジェクト、あとデジタル化推進プロジェクトに関しまして、北洋銀行

さんからもありましたが、企業誘致の観点でございます。現在、半導体関連産業の集積、もしく

は誘致、これに関して、私ども北海道銀行は北陸銀行と広域金融グループであるほくほくフィナ

ンシャルグループを組成しております。このグループの金融機能を発揮して、道内と道外の企業

を結びつける、そういった架け橋となれるような取組に注力して参りたいと思っております。 

あとは中小規模企業の持続的発展に向けた取組、これについては後継者不足に関する事業承継

に関してのＭ＆Ａ、もしくは道内自治体のＤＸの推進、やはり道内の自治体では単独の町村では

できないような状況を、やはり広域に取り組むことによってＤＸをもっと進めていくとか、そう

いったものに対して地域金融機関としてアドバイスできる、もしくは提携先をご紹介する、そう

いった取組を積極的に行って参りたいと思っております。 

ひとづくりのプロジェクトに関しましては、弊行では 2010 年から道内の大学と道内の高専、そ

れと中小企業のお客様をご紹介するような取組をしております。目的は北海道内の若い人材に地

元の企業を知ってもらって、地元の企業に就職してもらう。それを狙いに取り組んでいます。実

績的にはそんなに大きくありませんが、それを縁に、道内の学生が道内企業に就職するという実

績もございます。これについては、また引き続き取り組んで参りたいと思っています。 

あと弊行は、地方銀行の中では特殊なアグリビジネス推進室というのを所有していまして、農

業分野に関して 15 年前ぐらいから、積極的に事業の展開をしています。その中では、農業に関す

る担い手不足、あとは事業承継など農業の経営に関する様々なご相談を受けております。これも

事業者、また地域の課題解決に資するものと考えておりますので、引き続き積極的に取り組んで

参りたいと思います。農業分野に関しては、特に道の農政部の方と非常に密接に情報交換をさせ

ていただいています。こちらについても感謝申し上げたいと思います。 

最後に、しごとづくりプロジェクトに関しましては、道内自治体さんとの森林Ｊ－クレジット

の創出、その販売の支援、道内食品の販路拡大支援、地域ブランディングによる観光地づくり支

援など、今後も道内の主要産業、これを地域金融開発として守っていくように積極的に取り組ん

で参ります。 

いずれにしましても、北海道のこの総合戦略は、弊行の考えている地域課題の共通の認識を持

っておりますので、今後とも連携しながら進めて参ります。よろしくお願いいたします。 

 

【中村総合政策部長兼地域振興監】 

ありがとうございました。まちづくり、デジタル化、中小企業の持続支援人づくりなど、５つ

のプロジェクトについてご意見をいただきました。 

続きまして、日本政策投資銀行北海道支店長 江村様、お願いいたします。 

 

【株式会社日本政策投資銀行北海道支店 江村支店長】 

日本政策投資銀行の江村でございます。本日はよろしくお願いいたします。私からは全体論と

してまず 2点コメントさせていただければと思います。 

1 点目といたしましては、今般、「地方創生 2.0 基本構想」骨子（案）が示されまして、その中

で今後の進め方といたしまして、本基本構想を踏まえた各地方版の総合戦略の主体的な検証、見

直しが求められておりますので、策定したばかりではございますけれども、足元の第 3期北海道

創生総合戦略につきましても、必要に応じて検証、見直しを検討いただければと考えておりま

す。 
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次に 2点目といたしまして、今後政府が政策誘導する目的で、本基本構想の推進に向けまし

て、地方創生交付金予算の分配方針を連動させる可能性もございますので、第 3期北海道創生総

合戦略に盛り込まれている施策を効果的に実施、推進するためにも、国の動きをフォローしつ

つ、適切に対応いただければと考えております。 

続きまして、個別論として 2点コメントさせていただきます。 

まず、地域を支える交通物流ネットワークの構築についてということでございますが、ドライ

バー不足に起因しましたバス路線の減便基調が続く中で、観光振興や生活路線維持の観点から

も、北海道経済連合会様と北海道観光機構様を中心に検討を進めておられます北海道広域を対象

としたＭａａＳ構想の実現に向けまして、具体的な取組が必須であると考えております。「地方

創生 2.0 基本構想」骨子（案）におきましても、政策パッケージの 1つに、「安心して働き、暮

らせる地方の生活環境の創生」について、1つの例示としまして、交通空白の解消等に向けた地域

交通のリ・デザインが挙げられておりますので、今後の推進に向けたサポートをお願いできれば

と考えております。 

加えまして、骨子（案）では明示がないんですが、同じくドライバー不足に悩む物流ネットワ

ークの維持に向けまして、道央圏を含む全道ネットワークの再構築ですとか、共同配送の推進等

が必要と考えておりまして、道央と道内各地を繋ぐ物流共同中継地点といたしまして、物流管理

事務所、ＬＭＯ、ロジスティックマネジメントオフィスというものを設置する等の後押しをいた

だければと考えてございます。 

2 点目につきましては、新産業誘致の基盤づくりについてでございます。道内では、データセン

ターや水素アンモニア関連のＧＸ関連プロジェクトを中心に、今後、ＧＸ2040 ビジョンに基づく

産業集積の進展が期待されておりますので、弊行といたしましても、Team Sapporo-Hokkaido など

の活動を含めまして、各プロジェクトの関係者と連携しながら、プロジェクトの推進に貢献して

参りたいと考えております。 

こうした中、道内への新産業の誘致を推進するためには、資金、土地はもとより、さらなる水

道、道路等のインフラ整備を要することも想定されるところでございます。この点につきまして

は、「地方創生 2.0 基本構想」骨子（案）におきましても、新時代インフラの整備のパートに、

ＧＸ産業立地の促進として挙げられておりますので、関係省庁、自治体様とも連携した推進をお

願いしていただければと考えております。私からは以上でございます。 

 

【中村総合政策部長兼地域振興監】 

ありがとうございました。道の戦略の今後の必要に応じての検証、見直しの話、それから国の

動きのフォロー、交通物流、それから企業誘致に関する基盤づくりについてお話を伺いました。 

ありがとうございます。 

それでは続きまして、連合北海道会長 須磨様お願いいたします。 

 

【日本労働組合総連合会北海道連合会 須間会長】 

連合北海道の須間と申します。よろしくお願いいたします。 

まず今、説明をいただきましたが、令和 7年度の推進方向の基本的な考え方、ここについて

は、我々としても賛同したいというふうに思っております。連合の取組、連合はですね、働くこ

とを軸とする安心社会を連合ビジョンとして掲げております。その考え方は、働くことに軸を置

き、働く仲間一人一人の尊厳と暮らしを守り、働く仲間、地域社会を繋ぎ、社会経済の新たな活

力をつくり出していくということにありまして、創生総合戦略として進めておりますプロジェク

トと連合の方向性は一致しているというふうに思っております。 

昨年、連合北海道が初めて行いました道内自治体に対する実態調査や、春闘期間に道内自治

体、商工会議所あるいは高校を訪問して、社会的キャンペーン行動として地域の声を拾っており
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ます。 

令和 7年度の今回の推進の方向に関して 2点申し上げたいと思っております。 

1 つ目は、働き手の状況に応じた就業支援、職場環境整備に、潜在的労働力の掘り起こしという

項目がありまして、この間も言っておりますが、いかに女性の就業率を高めるか、働く環境改善

が必要だと思っております。先日あるものを見まして、例えばトイレが男女共用であったり、清

潔でないということによって、女性あるいは若者が敬遠してしまうという分析がありました。そ

れに限らず、例えば更衣室や休憩室なども同様であり、とりわけ中小企業などへの支援が重要か

と考えております。私も男性ですけれども、やっぱり男性の経営の方、管理者、皆さんやはり少

し意識の変革ということも、今後は重要になってくるのかなと思っております。 

もう 1つ、外国人材の受入体制という項目で、調べましたら昨年の北海道の外国人口 5万 4,800

人、働く労働者は約 4万 4,000 人で、今後も増加すると推計されております。外国人労働者の受

入後のですね、労働環境や就業規則などが本当に適正にされているかの検証が必要であり、今後

は地域の中で、日本人との共生した地域社会づくりに向けて、外国人労働者への支援も重要と思

っております。そうした上で、今後この人口減少社会への「適応」ということで、もう 10年後に

は、この石狩振興局の人口が全道の 50％を占めるということが想定されており、ますますこの道

央圏と地方の格差が拡大する恐れがあります。さらには生産年齢人口も、地方の振興局では 50％

を下回る振興局が 4つあると言われております。そうした働き手が不足する中でのこの交通の問

題もありましたが、もう 1つはやはり医療が今後大きな課題になるので、やはり地方で安心して

暮らせるまちづくりが本当に急務かなと思っております。 

今回の「地方創生 2.0 基本構想」骨子（案）で示されております、都道府県の役割でありま

す、複数の市町村が共通で抱える課題の解決策の提示や、市町村の補完体制の構築、市町村間の

連携枠組みなどの提示は、振興局が中心となりまして、地域の現状把握、人材育成に向けた市町

村支援に向けて、北海道庁が役割を果たしていただき、北海道内の地域格差が拡大しないような

対応をされることを是非とも期待を申し上げたいと思います。以上です。 

 

【中村総合政策部長兼地域振興監】 

ありがとうございました。女性の働く環境、外国人材の受け入れ、労働就業環境、それから地

方で安心して暮らせるまちづくりに向けてのお話をいただきました。 

それでは、北海道社会福祉協議会 佐藤様、お願いいたします。 

 

【北海道社会福祉協議会 佐藤代理】 

北海道社会福祉協議会の佐藤でございます。会長に代わりまして私からお話をさせていただき

ます。 

本日は一番の課題と考えます福祉人材の確保、こちらに絞ってお話をさせていただきたいと思

います。現在も訪問介護ですとか、施設の夜間対応などを中心に、あらゆる福祉の分野で人材の

確保が難しくなっております。今後は、高齢者人口がますます増加しまして、2040 年をピークに

迎えるなど、介護ニーズが増大する一方で、現役世代が減少していく中ではますます深刻な課題

となってくると考えております。 

また、本道は広域分散、積雪寒冷といった厳しい地域特性もありまして、人材が不足する中

で、今後はこれまで同様に、可能な限り住み慣れた地域で生活を続けられるようにという考えの

下で、必要な支援を地域の隅々まで提供するということが難しくなっていくものと懸念しており

ます。このままでは将来、福祉そのものばかりか、家族が安心して働けない状況になるなど、地

域社会が崩壊してしまうのではないかという危惧を抱いておりまして、今のうちから地域全体で

高齢社会を支える仕組みを築く必要があると考えております。このような中、道社協といたしま

しても、道からの受託で福祉人材センターを運営しておりまして、人材の無料紹介を行うととも
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に、高校や大学に訪問いたしまして、学生に福祉の仕事の魅力を発信したり、一般の方に福祉の

仕事への関心を持っていただく取組を進めております。また、これからは特に多様な人材の活用

というのが重要と考えておりまして、元職員の再就労や外国人材の確保などはもちろんですけれ

ども、介護を補助する短期間の働く人材ですとか、そういった方の確保ということも非常に重要

になってくると考えております。 

地域共生社会の実現に向けましては、高齢者ご自身の支え合いですとか、住民や学生ボランテ

ィアの参加、そして地域の企業のご協力などにより、地域で暮らし続けることができる環境づく

りということを進めていくということも重要と考えております。 

また、人材確保だけでなく、定着も重要であると考えておりまして、従事者の資質向上ですと

か、事業者の事業環境改善、こういったような取組にも務めております。 

また、生産年齢人口が減る中では、介護ロボットやＩＣＴの活用といったものも欠かせませ

ん。道などの支援もいただいて導入を進めておりますが、業務改善の取組との連動や、産業の発

展による価格の低価格化、こういったものも非常に重要と考えております。 

ただ、しかしながら、介護の仕事というのはマイナスのイメージが非常に強く、また介護報酬

が主な収入源であるため大幅な賃上げが難しく、人材の確保に懸念がございます。これまでも国

や道のお力によりまして、報酬改定が度々行われてきておりますが、そういったことにより他業

種との給料差も小さくなっておりましたが、昨今の食材費や光熱費の上昇により経営の厳しさが

増しておりまして、処遇改善のための報酬の引き上げなど、制度の改善が必要と考えておりま

す。 

福祉人材の確保は地域の持続可能性を左右する極めて重要な課題でございまして、持続可能な

形にするために私どもも関係機関と連携して一層の取組を進めて参りますが、道におかれまして

も、福祉人材の確保定着に向けた取組を強く推し進めていただくよう希望いたします。以上でご

ざいます。 

 

【中村総合政策部長兼地域振興監】 

 ありがとうございました。福祉人材の確保とそれから定着についてご意見をいただきました。 

それでは続きまして、北海道大学大学院情報科学研究院教授の川村様お願いいたします。 

 

【北海道大学大学院情報科学研究院 川村教授】 

北海道大学の川村です。普段ＡＩを専門にしております。 

まずは地方創生 2.0 の骨子と北海道創生総合戦略の方針についてご説明ありがとうございま

す。話を聞いておりまして、人口減少ですとか地方の問題いろいろ含めまして、ＡＩＸとかＤＸ

の必要性、これが強く謳われていて、そこに関しては力強く、非常に感じました。 

一方で、この先、次世代半導体とかデータセンターのことも含めまして、ＤＸ、ＡＩＸを推進

していく中で、このような課題を解決してかなきゃいけないんですけれども、それが実感とし

て、スムーズに進んでいくかというと、なかなか状況を見るに、そうではないような現状もある

んじゃないかなというふうに思っています。その理由についていくつか考察してみましたが、い

くつか思い当たることがあります。 

まず 1つは、北海道の地域課題というものをどう解決していくかということなんですけれど

も、これ当然ＤＸでしたりＡＩというのは、例えばアメリカの巨大テックが開発して、それが

我々身近に使えるようになっているんですけども、そういうような巨大テックがＡＩを開発した

として、彼らが北海道の地域課題を解決しに来てくれるかというと、なかなかそうではないと。

もちろん、Open AI の Chat GPT とか Google の Gemini みたいなＡＩというのはサービスとして提

供されていますけれども、彼らは全世界を相手にそういうサービスを展開しているので、地方に

目が向いているわけではないわけですよね。そう考えるとＡＩのテクノロジーが発展する中で、



17 

 

地方の課題を解決するためには、やっぱり地方の中で、そういうＡＩやＤＸのことがわかってい

る、それから地域課題に対して、それを解決策としていろいろ利用していくような、そういうよ

うな地域人材、それから地域の担い手というものを育てていく必要があるだろうと。決してテク

ノロジーだけに頼ってはいけないというようなことを感じました。 

それから 2つ目なんですけれども、ＤＸの時にも非常に思ったわけなんですが、本当にこれテ

クノロジーが全てにおいて良いものであれば勝手に普及してくはずなわけですよね。でも実際に

はなかなかそうならないと。これ何かということを考えると、多分、新しいテクノロジーは、全

体最適で考えれば必須になるんだけれども、局所的には決して最適にならないようなケースって

あるんじゃないかなというふうに思っています。ちょっと例として適切かどうか分からないんで

すけれども、ちょっと前のコロナの時に、保健所が全国の感染者数を集めるのにＦＡＸを使うと

いうようなことがございました。インターネットが普及している現代で考えたら、ＦＡＸで情報

を集約するよりも、当然インターネットを使って情報をリアルタイムで集約して、対策をリアル

タイムに練るということが全体最適だとは思うんですけども、多分、実際に現場の方々で、日々

感染症対策に当たっている方々は、新しいシステムに慣れるとか、やったことないことをやって

みる、新しいものを使う、そういうようなことには全く手が回らなくて、多分、日々の業務の中

で数を数えて、とりあえずＦＡＸを送ってしまえば、今日の集計はとりあえず一旦終わるという

ような、今日のことを考えると、多分それがベストな選択になってしまうと。これ局所的にはそ

こをやるしかないということなので、全体的なことが分かったとしても、なかなかそこに手が回

らないと。ＤＸやＡＩＸというのはこのような性質を持っているのかなと思います。いろいろな

ところで話を聞きますと、やっぱりＡＩが入ってきて分からないとか、そこに対する投資ができ

ないとか、我々の日々の業務が変わってしまうとか、もしかしたら自分たちの仕事がなくなると

か、そんなような声を聞かれることもございます。ただ、中長期的に考えると、人手不足になっ

ているので、これは進めてかなきゃいけないと。全体最適なことを考えると、進めていかなきゃ

いけないんだけども、やっぱりこう皆さん不安があって、一歩進められないと。 

このような構図、多分、何て言うんですかね、皆一所懸命考えて、日々、良い手を打とうとは

思っているんだけれども、全体の情報とか、全体の理解とか、大きなところでの前提条件という

のがやっぱり丁寧にシェアされてないから、皆、目の前の自分のベストなことだけを考えてしま

うというような状況にあるのかなと。そういう意味で、ＤＸやＡＩＸを進めることは非常に大事

なんだけども、一見遠回りなそれがもたらす全体的な利益だったりとか、状況だったりとかとい

うのを丁寧にシェアすることが大事なのかなというふうに思いました。 

それから 3つ目なんですけれども、それを進めるためには、兎にも角にもやっぱりトップのリ

ーダーシップが重要なんじゃないかなというふうに思っています。なかなかボトムアップにＡＩ

を入れる、ＤＸ化していくということを意思決定して全体最適に結びつくということはやっぱり

難しいと思います。そういう中で、若いリーダーもいれば、実際にビジネスでも行政でも、なか

なかＡＩの最初のことが疎いというか、そういうような方もいると思うんですけども、ここはぜ

ひトップの方がそこに対する非常に理解や勉強と言っていいのか、そういうようなことというの

を、ぜひ進めていただいて、これを皆で推進していくことが全体最適に繋がるんだというような

ことを強くリーダーシップを持って進めていただきたいなと。そういうようなところが、この地

方創生 2.0 や北海道創生総合戦略の中で見えてくると、きっと良い未来が見えるんじゃないかな

というふうに思いました。以上です。ありがとうございます。 

 

【中村総合政策部長兼地域振興監】 

ありがとうございました。ＡＩ・ＤＸに関して、地域人材の育成、新しい技術の現場での向き

合い方、それからリーダーシップなどについてご意見をいただきました。 

一通り皆様からご発言をいただきましたが、竹中町長、これからご公務があるということで、
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どうもお忙しい中ありがとうございました。 

（※竹中副会長 退席） 

それでは次に、本日欠席された構成員の方からもご意見をいただいておりますので、事務局か

ら報告をさせていただきます。 

 

【馬場地域創生局長】 

事務局でございます。欠席構成員からのご意見などにつきまして、事務局よりご紹介をさせて

いただきます。ご意見の全文につきましては、机上配付資料のとおりでございますので、私から

はその要旨につきましてご説明をさせていただきます。 

まず、北海道農業協同組合中央会 樽井会長からは、農業者の高齢化や担い手の減少が進行する

中、農林水産業における人材の育成確保に向け、閑散期の異なる他産業、他地域との連携につき

まして、オール北海道で情報共有を図ることが望まれるとのご意見がございました。 

北海道漁業協同組合連合会 阿部会長からは、人口減少に伴う水産業における担い手不足などの

課題に対し、外国人材の受入れを積極的に推進するとともに、暮らし、雇用の環境等の整備や、

漁業経営の安定化などを通じて、水産業における人材の確保、定着がなされるよう、ともに取り

組んでいきたいとのご意見がございました。 

資料おめくりいただきまして、北海道新聞社 堀井社長からは、本道の合計特殊出生率が 1.06

と過去最低となる中、将来の北海道を担う若い世代の声を踏まえた市町村との連携による効果的

な少子化対策の展開や、人口減少と流出を防ぐため、地域公共交通の維持、鉄路存続に向けた取

組が必要である旨のご意見がございました。 

北海道医師会 松家会長からは、人材不足や賃金水準物価等の高騰などにより、病院診療所の経

営環境が悪化する中、国や道において、地域医療構想や医師偏在対策、物価高騰対策支援など、

地域医療提供体制確保のために様々な施策に取り組むようご意見がございました。以上でござい

ます。 

 

【中村総合政策部長兼地域振興監】 

欠席された構成員の方からのご意見も紹介させていただきました。 

まだお時間がございますので、改めてこれまでのご議論も踏まえまして、皆様から追加でご発

言などございましたら承りたいと思います。いかがでしょうか。よろしいでしょうか。 

それでは、皆様からいただきましたご意見なども踏まえまして、共同座長の藤井会長からご発

言いただければと思います。よろしくお願いいたします。 

 

【北海道経済連合会会長 藤井委員（共同座長）】 

 本日は皆様より多数の貴重なご意見を頂戴いたしました。皆様のご協力に感謝を申し上げま

す。 

意見いろいろ出ましたけども、特に地方創生を推進する体制、これは冒頭、知事からもお話が

ございました。国、地域、地方が一体となって進むという 2層構造、こういった観点で、今後推

進する体制について、しっかり我々で確認しながら進める必要があるのではないかというお話も

ありました。そういう意味では、自治体との共同連携、これが非常に大切だというご意見もあっ

たかと思います。 

人口減少の観点では、外国人の方が働くためには、労働就業規則というものをしっかり見る必

要もあるんではないかと。 

それから、地方医療体制、さらにはテクノロジーを今後進めるためには、それだけに頼るので

はなく、全体的なものをよく見越した中で、自ら課題解決に向けて考える必要があるんではない

かということで、ご意見をいろいろいただきました。 
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こういったご意見、まだまだいろいろあるかと思いますし、もう一度このいただいたご意見の 1

つ 1つを拾い上げて、国の総合戦略の改訂も見据えて、特に北海道創生総合戦略でも柔軟に対応

することが必要であると改めて思った次第でございます。 

道経連で先週、2026 年度の国の施策及び予算に関する要望を行って参りました。要望する先々

で、これも鈴木知事から冒頭お話がありましたが、北海道が持てるポテンシャルを発揮して、新

たな価値創出や地方創生を推進すること。これは国が大きな期待を抱いているということを改め

て確認して参りました。特に伊東地方創生大臣、木内経済安全保障担当大臣、さらには自民党の

森山幹事長からも、非常に力強い、支えていただくような言葉をいただいたと思っております。 

北海道としては、国の動きを積極的に先取りした上で、我が国全体のＧＸ・ＤＸ・食料・エネ

ルギー等の安全保障に貢献するとともに、北海道全域が格差なく持続的に発展することを目指す

必要があります。これが地方創生 2.0 が目指す、強く豊かで楽しい日本、この実現に繋がるもの

だというふうに考えてございます。そのためには、冒頭申し上げました国と北海道の一体的な取

組が必要なのはもちろんのこと、産学官金労言、最近は「士」という形で、産学官金労言士、こ

の連携をさらに強化して知恵を絞り、アイデアを出し合い、汗をかきながらスピード感を持って

取り組むことが重要と考えております。 

本日ご参加の皆様におかれましても、こうした観点について共有いただくとともに、それぞれ

の分野において、引き続きご尽力をいただくことをお願い申し上げて、私からの挨拶とさせてい

ただきます。本日は誠にありがとうございました。 

 

【中村総合政策部長兼地域振興監】 

藤井会長、ありがとうございました。それでは最後に知事からお願いいたします。 

 

【鈴木知事】 

今日は本当に皆様貴重なご意見をいただきました。ありがとうございます。 

国の方で骨子（案）が出てきましたので、この内容を踏まえて、我々が作っております戦略に

ついても、この見直しの検討ということでのご意見もありました。本日いただいたご意見も踏ま

えて、この検討に向けて、皆さんと引き続き意見交換をさせていただければというふうに思って

いるところであります。 

今、藤井さんからもお話ございましたけども、この 2層構造の必要性について、私が国に提案

しているのは、やはり経済、そして食料、この 2つの安全保障上、やはり北海道は極めて重要な

役割を今も果たしているし、これからよりその役割が重要になってくると。さらには、その位置

付けが、それぞれの国家戦略や、基本方針に位置付けられているというところが、これまでの動

きと違うんじゃないかなと思っています。少し前の話になると、ゼロカーボン北海道という、ロ

ーカル政策が、国の骨太の方針にその実現について記載され、今ＧＸの様々な取組が進められて

いますが、それぞれについても、このエネルギー基本計画に基づく、ＧＸビジョンにおける位置

付け、ＡＩについては先般、提案してきたタイミングでは、ＡＩ法案が審議され、これから戦略

本部、また計画が作られる中で、今、国家戦略特区の枠組みの中で、ＡＩ北海道会議というもの

が、日本で唯一北海道は国が設置しているという状況になっています。これから法律ができて、

実証フィールドとか、そういった様々な取組を展開していく上で、そういう枠組みがあるのが北

海道だけですから、179 の市町村がそれぞれフィールドを通して活用いただく中で、様々な課題解

決の実証実装、そういうものを展開していくということ。また、さらにですね、今ＧＸの取組も

していますけども、いわゆる規制「緩和」、様々な規制によってなかなか各国に劣る。そういう

スピードになっている。こういうものについても提案していこうというのが、先ほど冒頭申し上

げたような、総理の提案の一部内容です。 

十分内容は理解いただいたと思うんで、あとは国としてやるかどうかっていう話だと思います
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が我々としてはしっかり提言していきたいと思っています。 

食についても、これまで農政上 47分の 1の扱いだった北海道が、食料・農業・農村基本計画に

おいて、主要穀物などの主産地として明確に北海道が唯一、都道府県の県名を記載する形で、国

の農業の基本計画に記載されました。 

そんなの当たり前じゃないかと思う方が多いですけども、今までの長い農政上、そういった北

海道の明確な位置付けは、初めてこの長い歴史の中で位置付けられています。図らずも、今お米

の問題や、いろんな食料安全保障の問題がクローズアップされていますけども、北海道のそうい

った食料安全保障上の明確な位置付け、これからこの生産目標を設定して、政策実行していく上

でそういった明確に位置付けられている中での地方創生ということです。ですから、そういった

意味では今までの局面と違った推進体制、こういうものも必要じゃないか。その推進体制は、179

の市町村が、よりその主体的活動を存分に、地域の主体的な活動が発揮できるのみならず、日本

の大きな役割・貢献を北海道がしていく上で、これは市町村だけではなかなか不十分ですので、

国と、都道府県と市町村がやはり連携して、この北海道の価値を上げていく、こういう唯一無二

のそういった推進体制がモデル的に必要なんじゃないかというふうに私は思っています。 

これはどうしても我々だけでできることではなくて、国としても 47 都道府県ある中で北海道だ

けそれをやるということに対する意思決定のハードルがあると思いますけど、私は今求められて

いるものだというふうに思っていますので、ぜひこれ皆さん、今日お話をするに、そういった体

制がいらないんじゃないかっていう発言はあまりなかったと思うので、ぜひそこは何とか勝ち得

てですね、市町村をサポートする、北海道の価値を押し上げていく、そういう観点で、進めれば

いいなというふうに思っています。 

今日いただいた貴重なご意見も踏まえて、この国の方針、こういうものを踏まえた中での検討

を進めて、また、皆さんにフィードバックしながら、この議論を前に進めていければなというふ

うに思っています。 

今日は本当に貴重な皆さんご意見いただきまして、ありがとうございます。これからもよろし

くお願い申し上げます。 

 

【中村総合政策部長兼地域振興監】 

以上で本日の議事はすべて終了いたしました。本日いただきましたご意見等につきましては今

後の取組と検討に生かして参りたいと思います。 

以上で、第 23 回北海道創生協議会を閉会いたします。 

本日お忙しい中、長時間にわたりまして、大変ありがとうございました。 


